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科学技術が経済に与える影響が高まってきているおりから、南北の経済格差の問題の解決
にも、科学技術の面からのアプローチが必要と考えられている。
いままで日本の科学技術政策においては、対途上国の協力関係はそれほど重視はされてこ
なかった。日本の国際的な責務をどのように果たすかが問題となっている今日、この点に
いっそう主体的な努力を払うことが迫られている。昨年１２月の科学技術会議の国際問題懇
談会の報告書においてもこのことは強調されている。ところで、アジアＮＩＥＳ、ＡＳＥＡＮなど
の東アジアの目ざましい工業化には、日本企業の大量の投資が一つの役割を担ってきた。
工業化のための先進国からの技術の移転は、民間企業の活動によるところが大である。従っ
て、途上国への技術移転の状況をトータルに考えるには、このような民間の活動も十分視野
に入れていく必要がある。政府協力のあり方を模索するにあたっては、南側に対する技術移
転の現状をはっきり認識することも必要である。そうした民間企業の活動については、これま
で必ずしも十分な分析はされてはこなかった。本研究はそうした意味でまず、民間企業の技
術移転の現状把握と、移転の過程の分析を行ったものである。
（１）調査研究の成果
企業間の国際分業が発達した今日における技術移転の進捗度を、より明確に表す測定の方
法として、部品調達度に関する調査を行った。その結果、今まであまり一般的に知られていな
かった、部品生産技術の移転の実態を明らかにすることができた。東アジア諸国において
は、カラーテレビやカメラなどの製品は作れても、その主要な部品は国産化には苦しんでい
るという、技術上の問題点を、部品レベルにまで踏み込むことによって、はじめて理解するこ
とができたのである。
日本企業の海外直接投資に伴う技術移転の特徴として、企業内での技術の移転は容易に進
むが、それに伴って発生が期待される企業外への移転には、著しく制約がみられること、また
部品による技術移転の著しい違いを、目に見える形とすることができた。少ない検証例である
が、このような調査手法の有効性がある程度、証明されたといえるであろう。
海外生産は、現地への技術移転に非常に効率的であるので、途上国地域の技術の発展に
果たす役割は大きいと考える人が多い。しかし、この調査研究の結果から、海外生産の進捗
と表裏をなす、技術的な構造の存在をうかがい知ることができた。それは、これらの業種では
日系企業のネットワークが形成されていて、海外生産が成立する前提条件となっていることで
ある。そしてそれは、同時に東アジアの諸国に対する技術移転の限界となっている。
また本調査研究では、技術の進歩が、技術移転の大きな背景として、いろいろなかたちで影
響を及ぼしていることについても指摘した。技術の移転と技術の性格の関連性から、技術進
歩のもつ影響を分析するフレームワークを提案した。このような角度からの考察を含めること
によって、先進国から新興工業国、そして、途上国への技術移転の様相を、より明確に理解
することができるであろう。
これまでの国際技術移転の研究では、海外投資に関してどの水準の技術が移転できるかと
いうことや、移転するチャンネルや方法を現地の技術水準との関連のうえに問うものが多く、
海外生産が成立した場合に製品を作るに必要な部品体系のうちで、どの部分の技術移転が
なされるかという角度からは、あまり研究はなされてこなかった。本調査研究においては、部
品生産技術が高度化したため、部品に生産技術が集約していることが、海外生産と技術移転
を促進した要因になっているとみることによって、技術移転の構造を明らかすることができた。
そして、東アジア地域の急速な工業化の理由の一端を示すとともに、その構造的な問題点が
どのようなものであるか、示唆を与えることができたのである
（２）東アジアの技術発展と日本の関係について
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このような日本企業の海外生産に伴う技術移転の限界性は、東アジア諸国の側からみれば、
日本への一層の技術移転の要請に、意を強くすることかもしれない。しかし、もとよりそうした
状況は、日本と東アジア諸国の技術構造を反映したものなので、政治的に解決を図るにはそ
ぐわない面が多かろう。むしろ技術移転が進む条件作りをするのが望ましいことである。少な
くとも、技術移転の現状と構造はどういうものなのか、という客観的な分析を出発点とする議論
が重要である。
今回の調査研究の結果である、日本と東アジアの間の技術の構造を前提として、この問題を
考えてみると、以下のことが付言できよう。日本から、現地資本の企業に対する技術の移転
は、現地資本の企業にとって重要な技術資源であるが、コマーシャルベースで行われるもの
であり、彼我の技術レベルの違いという事情もあって、望む技術が簡単に得られるわけでは
ない。本調査研究の結果も、先進国企業のネットワークから外に技術が移転するのはむしろ
少ないことを示している。
現地の技術レベルアップのためには、この日本企業あるいは他の先進国企業の技術のネット
ワークの壁から、現地企業への技術の漏れ出しを促進することが必要である。この「壁からの
漏れ出し」を技術の受け手側がどう効率化するかが、国によるパフォーマンスの決定的な違
いを生み出すものである。壁からの漏れ出しを早めるには、より高度な技術を修得できる人材
を増やすことが絶対的に必要である。それに対しては日本としても、人材育成面で協力を進
めることができる。これまでも人材育成協力には注力をしてきたが、日本は政府ベースではも
ちろん、民間ベースでも多彩な支援を続けて行く必要があろう。
また例えば、先進国企業からの人材のスピンアウトなどの形の、いわば非典型的ないろいろ
な形での技術移転も重要となろう。（図３）タイなどでは、技術者が不足しているため、ジョブ
ホッピングが著しい。しかし技術者が移った先で、必ずしも従来の技術が生かされないことが
あり、タイの技術として蓄積されるということが目にみえて表れない。現地の政策としては、う
まく国内の技術者をコントロールして自国産業が起きるような企業、研究機関の受け皿ができ
るような制度の整備、インセンチブの付与が考えられよう。
（３）新たな方向性
他方、日本企業の国際展開はさらに急速なものとなっており、そのなかで技術の国際間の配
分もダイナミックに変化しつつある。こうした、将来への変化の方向も残された研究課題であ
ろう。
その方向性としては、日本企業の高度な技術関連業務の現地化がある。より高度な技術を用
いる製品の生産や、研究開発をアジア地域で実施することが、今後必要になってくる。東アジ
アの所得水準が向上するなかで、日本企業の海外工場は、末端的な生産だけを行うというの
は、遠からず行き詰まると予想できよう。
企業の海外生産は、最初は、アセンブリーのみのスクリュードライバー工場から始まった。そ
れが徐々に現地での部品の現地調達を進めるようになってきた。現在はより技術高度な業態
への変化、進出工場内での部品生産、そして研究開発をも行う事例が増えてきている。シン
ガポールの日本の大手電機メーカー子会社では、コンパクトディスクプレーヤーの核心部品
であるピックアップを、生産開始している。大手電機メーカーではアジアにおける工場を大型
のものとしており、部品の内製も進めている。とりわけ、最近の動きとして、研究開発の海外分
散、海外拠点における部品の内製化という傾向がみられる。これはまだいくつかの技術先端
的な企業に特徴的なことかもしれない。例えば、ある日本のカメラメーカーでは、香港で製品
開発を始めている。まだ、日本の技術者の応援がないと困難な面があるということであるが、
着実に現地の研究開発能力を高めている。また、ＩＣメーカーのデザインセンターもアジア地
域に置かれるようになり、コンピュータのソフトウェア開発はすでに、中国、台湾などで行われ
ている。技術革新の進行は、海外生産の業態を著しく変える原動力となっている。
昨年６月に私が会った日本の一流企業の現地子会社の幹部の多くが、現地の労働力は優秀
だと評した。企業としても、アジアにおける人材の活用にメリットをがある。東アジアの優秀な
労働力が、日系進出企業の中で十分能力を生かすことができるように、日本企業の体制も変
わっていく必要がある。
以上の技術の構造と最近の企業の行動は、東アジア諸国、及び途上国全般の技術発展の展
望に大いに関連するであろう。これら地域が一段の技術進歩をするには、製造設備の操作・
保守方法だけでなく、製品の設計や製造の原理、製造技術の細かいノウハウを知ることが重
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要である。そういう意味では、先進国企業との関わりのなかから、徐々にノウハウを蓄積して
いくことが、重要である。先進国企業の投資によって一旦国内に移転された技術を、広く国内
に普及させる道を広げることが重要である。基礎的な技術の移転にプラスして、先進国企業
の研究開発業務の海外展開に一部支えられる現地国の研究開発能力の向上により、より立
体的な形での技術の高度化が、進められることとなる。
（４）むすび
本調査研究は技術移転の全体像を表したものではなく、その一部分を解明したに過ぎない。
カラーテレビとカメラを取り上げ分析を進めたが、他の技術分野あるいは産業ごとに問題の
状況が違うことは容易に想像できる。例えば農業、エネルギーなどは研究開発にも国が関与
しておりだいぶ状況が違う。また技術移転の経路は複雑であり、直接投資以外の経路につい
ては、また別に検討していかなければならない。技術移転の全体像を表すには、この今後
もっと多くの分野で適切な方法によって測定されること、また技術の進歩のもつダイナミズム
に関しても観察が進められることが必要である。本調査研究はその一つのステップになること
を期待したい。
また、東アジアの国では、韓国、台湾、シンガポールを筆頭として、技術の高度化に取り組ん
でいる。そうした現地国の科学技術の様相を、もっと多彩な角度からみることが日本の科学技
術協力に関する政策立案に必要となろう。
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